
 

 

 

２０２6 年 7 月実施 

第第２２55 回回  

農農業業簿簿記記検検定定  
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主催 一般財団法人 日本ビジネス技能検定協会 

監修 一般社団法人 全国農業経営コンサルタント協会 

※“農業簿記検定®”は、一般社団法人 全国農業経営コンサルタント協会の登録商標です 

®®  

注注 意意 事事 項項  

トトイイレレななどど途途中中退退出出後後のの再再入入室室はは認認めめまませせんん。。試試験験開開始始のの合合図図のの前前ままででにに済済まませせててくくだだささいい  

1 試験監督員の指示があるまで、この問題冊子は開かないようにしてください。 

2 試験中、下記の使用が認められたもの以外は、すべてカバン等にしまい、机の中又は、足元等指定 

された場所に置いてください。試験中、使用が認められるものは、次のとおりです。  

・・筆筆記記具具（（ＢＢままたたははＨＨＢＢのの黒黒鉛鉛筆筆//シシャャーーププペペンンシシルル））・・消消ししゴゴムム・・定定規規・・ラライインンママーーカカーー  

・・電電卓卓（基準に適合したものに限る。又は算盤）・・時時計計（通信機能を有するものを除く） 

3 スマートフォン等通信機器を使用することは認めません（時計の代わり又は電卓として使用も不可）。 

電源を切り、カバン等にしまってください。 

4 試験監督員の指示に従わない場合、また、周囲に迷惑をかける等、適切な試験の実施に支障を来たす 

行為を行った場合には、不正受験とみなすことがあります。 

5 上掲 4 の場合を含み、不正受験と認められた場合には、直ちに退室を命ずることがあります。 

6 試験時間は、２２時時間間（（１１２２００分分））です。試験開始の合図により、試験を始めてください。 

7 この問題冊子には、問問題題２２４４問問ままでで掲掲載載しています。 

 選選択択肢肢はは５５００でですす（（財財務務会会計計 11～～2200・・原原価価計計算算 2211～～3355・・管管理理会会計計 3366～～5500 にに分分かかれれてていいまますす））  

試験監督員の指示に従い、頁を調べ、印刷不鮮明や落丁等があれば、挙手をして申し出てください。 

8 解答は、別途配布した解答用紙（マークシート）に記入（該当番号の塗りつぶし）してください。 

9 問題の内容に関する質問には、一切応じません。 

10 退室可能時間は、試験開始後 30 分後から試験終了 10 分前です。 

※退出を希望する場合は、必ず挙手をして、試験監督員が解答用紙を確認し回収するまでは、席を 

立たないでください。一旦退出後の再入室は、認めません。 

11 試験終了の合図とともに、直ちに、筆記具を置き、解答用紙を裏返してください。 

12 試験監督員が解答用紙を回収し、受験番号や氏名等の記載内容を確認した後、退室可能を指示するま 

では、席を立たないでください。 
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【財務会計編】 

 

問題 1   貸借対照表の意義・役割に関する以下の文章のうち、空欄（ １ ）と（ ２ ）

に入れるべき最も適切な用語を、各選択肢の中から一つずつ番号で選びなさい。 

 

貸借対照表は、企業の財政状態を明らかにする財務諸表である。ここで、財政状態とは、

企業が運用する資金の調達源泉と、その資金の（ １ ）をいう。資金の調達源泉は負債及

び純資産により明らかにされ、また、資金の（ １ ）は資産により明らかにされる。 

貸借対照表においては、決算日におけるすべての資産、負債及び純資産をもれなく完全に

計上することが要求される。これを貸借対照表完全性の原則という。この原則は、 

① 「ない」ものを「ある」ように虚構すること（  （ ２ ）の計上 ）や、 

② 「ある」ものを「ない」ように隠微すること（ 簿外資産・簿外負債 の存在 ）を、 

否定する原則である。ただし、重要性の乏しいものについて簡便な処理をした結果生ずる簿

外資産・簿外負債については、貸借対照表完全性の原則の例外として容認されている。 

 

 

【【選選択択肢肢】】 

〔１の選択肢〕 

1．投資状況 

2．源泉徴収 

3．調達方針 

4．運用方針 

5．運用形態 

 

〔２の選択肢〕 

1．流動資産・流動負債 

2．固定資産・固定負債 

3．繰延資産・繰延負債 

4．架空資産・架空負債 

5．識別可能資産・識別可能負債 
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問題 2   以下の文章のうち、空欄（ ３ ）と（ ４ ）に入れるべき最も適切な用語を、

各選択肢の中から一つずつ番号で選びなさい。 

 

株主資本等変動計算書は、貸借対照表の（ ３ ）の一会計期間における変動額のうち、

主として、株主資本の各項目（資本金・資本剰余金・利益剰余金および自己株式の４項目）

の変動事由を報告するために作成される財務諸表であり、株式会社において作成が義務付け

られているものである。 

これに対し、農事組合法人などの協同組合法人においては、繰越利益剰余金（当期未処分

剰余金）の処分状況を示す財務諸表（総会において承認されたもの）の作成が必要である。

この財務諸表は（ ４ ）と呼ばれている。 

 

 

【【選選択択肢肢】】 

〔３の選択肢〕 

1．負債の部 

2．資産の部 

3．純資産の部 

4．流動資産の部 

5．固定資産の部 

 

〔４の選択肢〕 

1．剰余金処分案 

2．剰余金処分計算書 

3．組合資本等変動計算書 

4．キャッシュ・フロー計算書 

5．連結損益及び包括利益計算書 
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問題 3   ニチビ畜産株式会社（決算日：毎年 12 月 31 日）は、肉用牛免税の対象となる家畜

の飼育、販売を行っている。肥育牛 No.24 の販売に関する以下の〔資料〕に基づき、

当該肥育牛の販売に関連して受領した価格補塡の交付金に関する会計処理についての

〔説明文〕の空欄（ ５ ）と（ ６ ）に入れるべき最も適切な文章を、各選択肢

の中から一つずつ番号で選びなさい。  

 

 

〔資料〕 

１． 肥育牛 No.24 の販売日は、×8 年 12 月 26 日であった。 

２． 肥育牛 No.24 に関する価格補塡の交付金通知書は、×9 年 1 月 25 日に受領した。 

３． 交付金（交付単価：18,414 円）は、×9 年 1 月 29 日に普通預金口座に振り込まれた。 

 

 

〔説明文〕 

 １．肉用牛免税に関連する交付金であるため、（ ５ ）に収益を計上する。これは、税務

上、牛 1 頭ごとに収益と費用を対応させる必要があるためである。 

 ２．交付金（交付単価：18,414 円）は、（ ６ ）の価格補塡収入に含めて表示される。 

 

 

【【選選択択肢肢】】 

〔５の選択肢〕 

1．肥育牛の販売日である×8 年 12 月 26 日 

2．×8 年 12 月期の決算日である×8 年 12 月 31 日 

3．価格補塡の交付金通知書の受領日である×9 年 1 月 25 日 

4．価格補塡の交付金の入金日である×9 年 1 月 29 日 

5．×9 年 12 月期の決算日である×9 年 12 月 31 日 

 

〔６の選択肢〕 

1．×8 年 12 月期の損益計算書の営業収益（売上高）の区分 

2．×8 年 12 月期の損益計算書の営業外収益の区分 

3．×9 年 12 月期の損益計算書の特別利益の区分 

4．×9 年 12 月期の損益計算書の営業収益（売上高）の区分 

5．×9 年 12 月期の損益計算書の営業外収益の区分 
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問題 4   日本ビジネス農場株式会社における以下の〔資料〕に基づき、〔説明文〕の空欄

（ ７ ）と（ ８ ）に入れるべき最も適切な金額について、各選択肢の中から一

つずつ番号で選びなさい。 

 

 

〔資料〕 

１．Ｘ1 年度（Ｘ1 年 4 月 1 日～Ｘ2 年 3 月 31 日）において、国庫補助金 30,000 千円を受領し

た。その後、当該補助金を充当して土地 75,000 千円を購入し、直ちに事業の用に供した。

なお、当該土地については、圧縮記帳（積立金方式）を適用する。 

２．Ｘ7 年度（Ｘ7 年 4 月 1 日～Ｘ8 年 3 月 31 日）において、当該土地を 80,000 千円にて第三

者に売却した。 

３．法人税等の実効税率は 40％（毎期一定）として、税効果会計を適用する。 

 

 

〔説明文〕 

Ｘ1 年度末の貸借対照表の純資産の部に計上される圧縮積立金の金額は（ ７ ）千円で

ある。また、Ｘ7 年度に行われた土地の売却に伴い、税務上、（ ８ ）千円が益金となる。 

  

  

【【選選択択肢肢】】 

〔７の選択肢〕 

1．   12,000 2．   18,000 3．   30,000 

4．   45,000 5．   75,000  

 

〔８の選択肢〕 

1．   5,000 2．   21,000 3．   35,000 

4．   45,000 5．   80,000  
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問題 5   Ｐ株式会社（以下、Ｐ社と記す）は、Ｘ8 年 3 月 31 日に、Ｓ株式会社（以下、Ｓ社

と記す）の発行済議決権株式総数の 80％を 16,000 千円で取得し、連結子会社とした。

同日におけるＰ社及びＳ社の貸借対照表は、以下の〔資料〕に示すとおりであった。

なお、Ｓ社所有の土地（貸借対照表計上額 3,000 千円）の公正な評価額は 4,500 千円

であり、これ以外のＳ社の諸資産・諸負債の時価は、貸借対照表計上額に等しい。 

Ｐ社の連結財務諸表を作成（但し、税効果会計は考慮しない）する場合を想定して、 

以下の〔説明文〕の空欄（ ９ ）と（ 10 ）に入れるべき最も適切な金額を、各選

択肢の中から一つずつ番号で選びなさい。 

 

 

〔資料〕 

 貸 借 対 照 表              貸 借 対 照 表 

 Ｐ社      日付省略 （単位：千円） Ｓ社        日付省略   （単位：千円） 

 諸 資 産 80,000 諸 負 債 18,000     諸 資 産 21,000  諸 負 債  8,000 

 Ｓ 社 株 式      16,000 資 本 金 65,000 土   地  3,000  資 本 金  9,000 

   利益剰余金 13,000   利益剰余金 7,000 

  96,000  96,000        24,000 24,000 

 

 

〔説明文〕 

 １．Ｘ8 年 3 月期末の連結貸借対照表を作成した場合、純資産の部に計上される各科目の金額

をすべて合計すると、（ ９ ）千円になる。 

２．Ｘ9 年 3 月期末の連結貸借対照表を作成した場合、資産の部に計上されるのれんの金額は

（ 10 ）千円となる。なお、のれんは、発生の翌年度から 10 年間で均等償却を行ってい

る。 

  
  
  

【【選選択択肢肢】】 

〔９の選択肢〕 

1．  78,000 2．  81,500 3．  94,000 

4．  104,000 5．  107,500  

 

〔10 の選択肢〕 

1．  1,700 2．  1,800 3．  1,900 

4．    2,000 5．    2,880  
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問題 6   次の 11 と 12 の記述について、その内容に関する正否を正しく説明しているもの

を、各選択肢の中から一つずつ番号で選びなさい。 

 

11 引当金とは、①将来の特定の費用又は損失であって、②その発生が当期以前の事象に起

因し、③発生の可能性が高く、かつ、④その金額を合理的に見積もることができる場合に

おいて、当期の負担に属する金額を当期の費用又は損失として計上されるために設定され

る貸方勘定のことをいう。なお、発生の可能性の低い偶発事象に係る費用又は損失につい

ては、一定の条件を満たす場合に限り引当金を計上することができる。 
 

12 農事組合法人の場合、剰余金の配当とは、組合員に対する分配をいい、財産の流出を伴

うものである。農事組合法人の剰余金の配当には、出資配当のほか、利用分量配当、従事

分量配当がある。出資配当は、組合員の出資の割合に応じた利益の分配であり、利用分量

配当は、組合員における事業の利用分量に応じた利益の分配である。また、従事分量配当

は、組合員が事業に従事した程度に応じた利益の分配である。 
 

【【選選択択肢肢】】 

〔11 の選択肢〕 

1．引当金は、将来の特定の費用又は損失に該当するものではないため、この記述は誤

っている。 

2．引当金は、将来の特定の費用又は損失の発生の可能性が低くても、その金額を合理

的に見積もることができる場合には設定されることがあるため、この記述は誤って

いる。 

3．引当金は、将来の特定の費用又は損失の発生の可能性が高ければ、その金額を合理

的に見積もることができない場合であっても設定されることがあるため、この記述

は誤っている。 

4．発生の可能性の低い偶発事象に係る費用又は損失については、引当金を計上するこ

とができないため、この記述は誤っている。 

5．この記述は、すべて正しい内容である。 

 

〔12 の選択肢〕 

1．農事組合法人の場合、剰余金の配当とは、組合員以外に対する分配のことであるた

め、この記述は誤っている。 

2．農事組合法人の場合、剰余金の配当を行っても、財産の流出を伴わないため、この

記述は誤っている。 

3．農事組合法人の場合、利用分量配当は制度上認められていないため、この記述は誤

っている。 

4．農事組合法人の場合、従事分量配当は制度上認められていないため、この記述は誤

っている。 

5．この記述は、すべて正しい内容である。 
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問題 7   日本ビジネス物産株式会社の第 N 期（Ｘ1 年 4 月 1 日～Ｘ2 年 3 月 31 日）に関する

以下の〔資料〕に基づき、〔説明文〕の空欄（ 13 ）と（ 14 ）に入れるべき最も

適切な金額について、各選択肢の中から一つずつ番号で選びなさい。  

 

〔資料〕 

１．現金預金勘定の期首残高は 57,500 千円、期末残高は（ ？ ）千円であった。なお、キ

ャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物に該当するものは、手許現金及び当座

預金の 2 種類のみであり、これらすべてを現金預金勘定で処理している。 

２．第 N 期の営業活動によるキャッシュ・フローに関連する取引は以下のとおりである。 

 (1) 売掛金の回収額：1,485,000 千円 

 (2) 買掛金の支払額：1,045,000 千円 

 (3) 給料の支払額：244,200 千円 

 (4) 給料以外の営業費の支払額：135,300 千円 

３．第 N 期の投資活動によるキャッシュ・フローに関連する取引は以下のとおりである。 

 (1) 備品を 137,500 千円で購入し、代金を全額支払った。 

 (2) 土地を 200,000 千円で売却し、代金を全額受け取った。 

４．第 N 期の財務活動によるキャッシュ・フローに関連する取引は以下のとおりである。 

 (1) 新株発行を行い 80,000 千円が当座預金に払い込まれた。 

 (2) 株主に対し、配当金 4,000 千円を支払った。 

 

 

〔説明文〕 

キャッシュ・フロー計算書における「現金及び現金同等物の増減額」は（ 13 ）千円で

ある。また、「現金及び現金同等物の期末残高」は（ 14 ）千円である。 

 

  

【【選選択択肢肢】】 

〔13 の選択肢〕 

1． 178,000 2． 181,000 3． 194,000 

4．  199,000 5．  207,000  

 

〔14 の選択肢〕 

1． 238,500 2． 251,500 3． 256,500 

4．  264,500 5．  265,600  
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問題 8  当農事組合法人における投資先一覧は、以下の〔資料〕に示すとおり（すべてＸ2 年

度に投資したものであり、Ｘ3 年度末日まで売却等は一切行われていない）である。こ

れに基づき、以下の〔説明文〕の空欄（ 15 ）と（ 16 ）に入れるべき最も適切な

金額を、各選択肢の中から一つずつ番号で選びなさい。なお、税効果会計については考

慮しないこと。 

 

〔資料〕 

投資先 
Ｘ2 年度 Ｘ3 年度 

投資額（取得価額） 期末価額 期末価額 

Ａ株式会社（株式） 1,480 千円 1,540 千円 1,610 千円 

Ｂ株式会社（株式） 1,850 千円 1,880 千円 1,770 千円 

Ｃ株式会社（社債）  900 千円  920 千円 ？ 千円 

甲農業協同組合 2,000 千円 2,400 千円 2,500 千円 

乙農業協同組合 3,000 千円 2,100 千円 1,400 千円 

 

〔説明文〕 

当農事組合法人の保有する株式（２銘柄）は、いずれも「その他有価証券」に分類されて

おり、その評価差額につき、原則的な方法である全部純資産直入法を採用している。なお、

期末価額は、期末の時価を示している。 

当農事組合法人の保有する社債（Ｃ株式会社社債）は、Ｘ2 年度の期首に取得し「満期保

有目的債券」に分類されている。額面総額は 1,000 千円のゼロクーポン債（クーポン利息の

受領なしの社債）である。各種要件を満たすため、償却原価法（定額法）を採用している。

なお、期末価額は、期末の償却原価を示している。 

農業協同組合（２組合）に対する出資額は、外部出資勘定にて処理されており、その他有

価証券のうちの「市場価格のない株式等」に準じて会計処理を行っている。なお、期末価額

は、期末の実質価額を示しており、それが取得価額と比較して 50％以上低下している場合に

は、減損処理を行うこととしている。 

以上を前提とすると、 

・Ｘ3 年度末の貸借対照表における投資有価証券の金額は（ 15 ）千円と計算される。 

・Ｘ3 年度末の貸借対照表における外部出資の金額は（ 16 ）千円と計算される。 

 

  

【【選選択択肢肢】】 

〔15 の選択肢〕 

1．  4,190 2．  4,270 3．  4,320 4．  4,360 5．  4,400 

 

〔16 の選択肢〕 

1．  2,500 2．  3,400 3．  3,900 4．  5,000 5．  5,500 
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問題 9   にちび農場株式会社（会計期間：3 月 31 日を決算日とする１年間、以下「当社」と

記す）は、20X3 年 4 月 1 日に、農業用資産（農作物収穫調整用器具）を購入し、その

翌日から使用を開始した。当該農業用資産（取得価額：55,000,000 円）の法定耐用年

数は 7 年である。そこで、以下の〔説明文〕の空欄（ 17 ）と（ 18 ）に入れる

べき最も適切な金額を、各選択肢の中から一つずつ番号で選びなさい。なお、税金は

考慮しない。 

  

〔説明文〕 

上記の農業用資産の減価償却方法について、当初は、200％定率法（但し、残存価額は便

宜上ゼロとし、償却率は 0.286 とする）を適用し減価償却費を計上した。20X4 年 3 月期の減

価償却費は（ ？ ）円と計算され、20X5 年 3 月期の減価償却費は（ ？ ）円と計算され

た。 

20X6 年 3 月期より、当該農業用資産の減価償却方法を 200％定率法から定額法（但し、残

存価額は便宜上ゼロとする）に変更した。この変更は、新たな情報の入手に基づく正当な理

由によるものである。なお、減価償却方法は、会計方針に該当するが、減価償却方法は固定

資産に関する経済的便益の消費パターンを反映するものであり、減価償却方法の変更は経済

的便益の消費パターンに関する見積りの変更を伴うものと考えられる。このため、減価償却

方法の変更は、会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合と位置

づけられ、会計上の見積りの変更と同様に会計処理することとなる。したがって，遡及適用

は行われない。以上の結果、当該農業用設備の 20X6 年 3 月期の減価償却費は、（ 17 ）円

と計算された。 

20X7 年 3 月期より、当該農業用設備の残存耐用年数につき、20X7 年 3 月期を含め 3 年に

短縮することとした。この変更も、新たな情報の入手に基づく正当な理由によるものであ

る。これにより、当該農業用設備の 20X7 年 3 月期から 20X9 年 3 月期までの各期の減価償却

費は、（ 18 ）円と計算された。 

  

  

【【選選択択肢肢】】 

〔17 の選択肢〕 

1． 5,067,756 2．  5,567,756 3．  5,607,756 

4．  5,667,756 5．  5,677,756  

 

〔18 の選択肢〕 

1． 7,477,008 2．  7,477,080 3．  7,477,800 

4．  7,747,008 5．  7,747,080  
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問題10   日比任意組合（組合員は、田尾氏、古畑氏、稲城氏の 3 名）に関する一連の取引に

ついて、以下の〔説明文〕に示す（ 19 ）と（ 20 ）に入れるべき最も適切な金

額を、各選択肢の中から一つずつ番号で選びなさい。なお、税金については考慮しな

くてよい。 

 

〔資料〕 

１．集落営農組織である日比任意組合の設立にあたり、経営参加面積に応じた出資金が以

下のとおり払い込まれ、日比任意組合の普通預金口座に入金された。 

     田尾氏：6,300,000 円、 古畑氏：4,200,000 円、 稲城氏：2,100,000 円 

２．水稲の種もみ 1,260,000 円を購入し、代金は掛とした。 

３．農業機械のオペレーターとして従事している組合員 2 名（田尾氏と古畑氏）に対し、

それぞれ賃金 315,000 円（2 名とも同額）を普通預金口座から支払った。なお、組合

員 1 名（稲城氏）は、農業機械のオペレーターとして従事していない。 

４．農作物（米）の販売代金 6,930,000 円を受領し、普通預金口座に入金した。 

５．決算を行い、損益勘定にて把握された当期純利益（ ？ ）円を繰越利益剰余金勘定

に振り替えた。なお、便宜上、収益は、農作物（米）の販売代金のみとし、費用は、

水稲の種もみの購入代金と組合員 2 名に対する賃金のみとする。さらに、各種在庫も

一切なかったものとする。 

６．上記の５．で把握された繰越利益剰余金について、その全額を出資割合に応じて損益

分配した。なお、便宜上、内部留保は不要とする。 

７．上記の６．の分配金について、日比任意組合の総会において、その 40％相当額を出資

することが決議され、残り 60％相当額を普通預金口座から支払った。 

 

〔説明文〕 

上記 ７．の時点で把握される日比任意組合の資本金は（ 19 ）円である。 

上記 ７．の時点で把握される組合員古畑氏にとっての出資金は（ 20 ）円である。 

 

 

【【選選択択肢肢】】 

〔19 の選択肢〕 

1． 12,600,000 2． 12,660,000 3． 14,166,000 

4． 14,616,000 5． 14,661,000  

 

〔20 の選択肢〕 

1．  2,436,000 2．  2,463,000 3．  4,782,000 

4．  4,827,000 5．  4,872,000  
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【原価計算編】 

問題11 以下の文章の空欄（ Ａ ）～（ Ｃ ）に入る正しい語句の組合せを示す選択肢を一つ選びなさい。

解答番号は21である。 

 

    （ Ａ ）分類とは、財務会計における費用の発生を基礎とする分類であり、この分類基準によって

材料費、労務費、経費に属する各費目に分類する。この分類は、原価に関する基礎的分類であり、原価

計算と財務会計との関連上重要である。 

    （ Ｂ ）分類とは、製品に対する原価発生の態様、すなわち原価の発生が一定単位の製品の生成に

関して直接的に認識されるかどうかの性質上の区別による分類であり、原価要素はこの分類基準によっ

て直接費と間接費とに分類する。 

    （ Ｃ ）分類とは、原価の発生が一定の管理者層によって管理しうるかどうかによる分類であり、

原価要素はこの分類によって管理可能費と管理不能費とに分類する。下級管理者層にとって管理不能費

であるものも、上級管理者層にとっては管理可能費となることがある。 

 

 

【【選選択択肢肢】】  

〔21の選択肢〕 

 Ａ Ｂ Ｃ 

1 形態別 生産規模との関連における 原価の管理可能性に基づく 

2 機能別 生産規模との関連における 原価の管理可能性に基づく 

3 機能別 製品との関連における 形態別 

4 形態別 製品との関連における 原価の管理可能性に基づく 

5 製品との関連における 機能別 生産規模との関連における 

 

  

                  ― 1 ―  

【原価計算編】 
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問題12 以下の〔資料〕に基づき、各問に答えなさい。 

 

〔資料〕 

 1．年間減価償却費 480,000円 

 2．棚卸減耗損 3,380円 

 3．修繕費 当月支払高 360,000円  前月末未払高 31,000円  当月末未払高 28,000円 

 4．地代賃借料 60,000円（6カ月分） 

 5．作業委託費 当月支払高 180,500円  前月末前払高 42,000円  当月末前払高 45,000円 

 6．電力料 46,000円（基本料金22,000円）の支払請求があった。 

      電力会社による検針は、前月20日が4,900千kwh、当月20日が5,200千kwhであった。ま

た、自社の検針によると、前月末が5,060千kwh、当月末が5,420千kwhであった。 

 

問１ 当月の支払経費の金額は（ 22 ）円である。空欄（ 22 ）に入る正しい金額を示す選択肢を一つ選

びなさい。 

【【選選択択肢肢】】  

〔22の選択肢〕 

1．237,680 2．407,800 3．534,500 

4．540,500 5．546,500  

 

問２ 当月の経費総額の金額は（ 23 ）円である。空欄（ 23 ）に入る正しい金額を示す選択肢を一つ選

びなさい。 

【【選選択択肢肢】】  

〔23の選択肢〕 

1．638,680 2．641,680 3．644,680 

4．688,680 5．1,078,680  
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問題13 以下の〔資料〕〔追加資料〕に基づき、各問に答えなさい。 

 

〔資料〕製造間接費固定予算に関する資料 

 1．月間予算 

 （１）予算額 7,200,000円 

 （２）計画作業面積 6,000㎡ 

 2．当月実績 

 （１）実際発生額総額 7,187,600円 

 （２）実際作業面積 5,720㎡ 

 

 問１ 上記〔資料〕に基づいて製造間接費の固定予算によって算定される稼動差異は（ 24 ）円となる。

（借方差異の場合には、金額に「△」を付している。） 

【【選選択択肢肢】】  

〔24の選択肢〕 

1．△336,000 2．△323,600 3．△224,000 

4．△12,400 5．12,400  

 

〔追加資料〕製造間接費公式法変動予算を採用するための資料 

 1．月間予算 

 （１）変動費予算額 2,400,000円 

 （２）固定費予算額 4,800,000円 

 （３）計画作業面積 6,000㎡ 

 2．当月実績  

  上記〔資料〕と同じ 

 

 問２ 上記〔資料〕および〔追加資料〕に基づいて、製造間接費に公式法変動予算を採用した場合の予算差

異は（ 25 ）円である。（借方差異の場合には、金額に「△」を付している。） 

【【選選択択肢肢】】  

〔25の選択肢〕 

1．△336,000 2．△323,600 3．△224,000 

4．△99,600 5．12,400  
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 問３ 上記〔資料〕および〔追加資料〕に基づいて、製造間接費に公式法変動予算を採用した場合の稼動差

異は（ 26 ）円である。（借方差異の場合には、金額に「△」を付している。） 

【【選選択択肢肢】】  

〔26の選択肢〕 

1．△336,000 2．△323,600 3．△224,000 

4．△99,600 5．12,400  
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問題14 当社は畜産物を生産しており、生産間接費については部門別計算を採用している。当期はＡ家畜群

とＢ家畜群を飼育し両者とも出荷した。以下の〔資料〕に基づいて、各問に答えなさい。 

 

〔資料〕 

 1．各家畜群の生産直接費の金額 

Ａ家畜群  Ｂ家畜群 

484,000円  616,000円 

2．当月における生産間接費 

 （１）部門個別費 

 育成部門  肥育部門  動力部門  合計 

部門個別費 540,000円  640,000円  80,000円  1,260,000円 

 （２）部門共通費（建物減価償却費）：104,000円 

 3．部門共通費の配賦基準 

 育成部門  肥育部門  動力部門 

占 有 面 積 240㎡  200㎡  80㎡ 

4．部門共通費には上記建物減価償却費以外に一般費792,000円が存在する。 

当該一般費は、適切な配賦基準が得られないため、各家畜群の受注金額を基準として直接配賦す

る。各家畜群の受注金額は以下の通りである。 

Ａ家畜群  Ｂ家畜群 

2,200,000円  1,760,000円 

5．各製造部門の補助部門用役実際消費量 

 育成部門  肥育部門 

動力消費量 800kwh  400kwh 

6．生産間接費は直接作業時間を配賦基準として、各家畜群に配賦している。当月の実績は以下の通

りである。 

 Ａ家畜群  Ｂ家畜群 

育 成 部 門 190時間  136時間 

肥 育 部 門 140時間  216時間 
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 問１ Ａ家畜群の利益額は（ 27 ）円である。 

【【選選択択肢肢】】  

〔27の選択肢〕 

1．88,000 2．616,000 3．1,056,000 

4．1,100,000 5．1,540,000  

 

 問２ Ｂ家畜群の利益額は（ 28 ）円である。 

【【選選択択肢肢】】  

〔28の選択肢〕 

1．88,000 2．440,000 3．616,000 

4．792,000 5．1,144,000  
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問題15 当農業法人は、圃場を原価集計単位とした個別原価計算を採用しており、指示書別原価計算表を作

成している。以下の〔資料〕に基づいて、各問に答えなさい。 

 

〔資料〕 

 1．指示書別原価計算表（単位：円） 

 圃場Ｂ 圃場Ｃ 圃場Ｄ 圃場Ｅ 

期首仕掛品原価 85,000 ― ― ― 

直 接 材 料 費 120,000 160,000 275,000 140,000 

直 接 労 務 費 64,000 52,000 62,000 48,000 

製 造 間 接 費 78,000 62,500 74,000 52,500 

合 計 347,000 274,500 411,000 240,500 

備 考 収穫・引渡済み 収穫・引渡済み 収穫・未引渡 未収穫 

 

2．前期末の段階で収穫まで完了し、引渡がなされていない圃場Ａについては385,000円の原価が集計

されていた。 

3．当期の農産物の販売収益は、1,526,500円であった。 

4．仕掛品勘定及び製品勘定（単位：円） 

 仕掛品  

前 期 繰 越 （ ？ ） 製 品 （ ？ ） 

材 料 （ ？ ） 次 期 繰 越 （ ① ） 

賃 金 （ ？ ）     

製 造 間 接 費 （ ？ ）    

 （ ？ ）  （ ？ ） 

 

 製 品  

前 期 繰 越 （ ？ ） 売 上 原 価 （ ？ ） 

仕 掛 品 （ ？ ） 次 期 繰 越 （ ② ） 

 （ ？ ）  （ ？ ） 
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 問１ 空欄（ ① ）に入る金額は（ 29 ）円である。 

【【選選択択肢肢】】  

〔29の選択肢〕 

1．85,000 2．240,500 3．274,500 

4．411,000 5．1,032,500  

 

 問２ 空欄（ ② ）に入る金額は（ 30 ）円である。 

【【選選択択肢肢】】  

〔30の選択肢〕 

1．85,000 2．240,500 3．274,500 

4．411,000 5．520,000  

 

 問３ 当農業法人の当期の利益は（ 31 ）円となる。 

【【選選択択肢肢】】  

〔31の選択肢〕 

1．109,000 2．411,000 3．494,000 

4．520,000 5．1,006,500  
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問題16 当社は畜産農業を営む企業である。以下の〔資料〕に基づいて、各問に答えなさい。 

 

〔資料〕 

 1．生産データ 

  期首仕掛品：250頭   期末仕掛品：200頭 

  正常仕損：50頭    完成品（出荷）量：2,000頭 

 2．原価データ 

期首仕掛品原価  当期製造費用 

素 畜 費 325,000円  素 畜 費 2,400,000円 

加 工 費 420,000円  加 工 費 8,160,000円 

 

 3．その他のデータ 

 （１）素畜は工程の始点で投入される。 

 （２）期末仕掛品原価の評価方法は先入先出法を採用している。 

 （３）1頭を出荷できる状態にするために要する飼育日数は100日である。期首仕掛品となった家畜

は期首段階で40日の飼育日数が経過していた。期末仕掛品となった家畜は期末段階で50日の飼

育が完了していた。期末仕掛品となった家畜の素畜費は240,000円であった。 

 （４）正常仕損は、必要不可避の原因によって生じたものであり、80日の飼育日数が経過した段階

で死亡したものである。正常仕損費の処理方法は飼育日数を加味した度外視法を採用している。 

 （５）計算結果に端数が生じる場合には、円未満を四捨五入すること。 

 

 

 問１ 期末仕掛品原価は（ 32 ）円であった。 

【【選選択択肢肢】】  

〔32の選択肢〕 

1．240,000 2．400,000 3．640,000 

4．816,000 5．1,056,000  
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 問２ 完成品原価は（ 33 ）円であった。 

【【選選択択肢肢】】  

〔33の選択肢〕 

1．2,485,000 2．8,000,000 3．8,180,000 

4．10,400,000 5．10,665,000  
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問題17 当社は養鶏業を営んでおり、工程別計算を実施している。工程は前期肥育部門と後期肥育部門の二

つであり、累加法による加工費工程別総合原価計算によって製品原価の計算を行っている。期末仕掛

品の評価は、先入先出法によっている。以下の〔資料〕に基づき、各問に答えなさい。なお、素畜費

に関する資料は省略している。 

 

〔資料〕 

 1．生産データ 

 前期肥育部門  後期肥育部門 

期首仕掛品量 500羽  400羽 

当 期 投 入 量 10,100羽  10,000羽 

計 10,600羽  10,400羽 

期末仕掛品量 600羽  500羽 

完 成 品 量 10,000羽  9,900羽 

 （１）1羽を投入から出荷できる状態にするまでに要する飼育日数は各部門とも90日である。 

 （２）前期肥育部門の期首仕掛品となった家畜は、前期末時点で54日の飼育が完了していた。ま

た、前期肥育部門の期末仕掛品となった家畜は、当期末時点で27日の飼育日数が経過してい

た。後期肥育部門の期首仕掛品となった家畜は、前期末時点で63日の飼育が完了していた。ま

た、後期肥育部門の期末仕掛品となった家畜は、当期末時点で36日の飼育日数が経過してい

た。 

 （３）素畜は前期肥育部門の始点で投入され、後期肥育部門では単に肥育するにすぎない。 

 

 2．原価データ 

  前期肥育部門  後期肥育部門 

期首仕掛品原価     

加 工 費  270,000円  176,400円 

前 工 程 費  ―  360,000円 

当期製造費用     

加 工 費  10,670,400円  7,070,400円 
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 問１ 前期肥育部門と後期肥育部門の期末仕掛品原価の合計は（ 34 ）円である。 

【【選選択択肢肢】】  

〔34の選択肢〕 

1．144,000 2．194,400 3．537,300 

4．681,300 5．875,700  

 

 問２ 最終完成品原価は（ 35 ）円である。 

【【選選択択肢肢】】  

〔35の選択肢〕 

1．7,102,800 2．10,568,700 3．10,746,000 

4．17,671,500 5．28,417,500  
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【管理会計編】 

問題18 当社は稲作を行う農企業であり、10ａの農地から600㎏の米が生産されると仮定している。以下の

〔資料〕に基づき、各問に答えなさい。 

 

〔資料〕 

 1．変動益単価 12,000円/a 

   変動費単価 4,800円/a 

   固定費額 1,800,000円 

 2．予定作付面積 420ａ 

  

  

 問１ 損益分岐点生産量は（ 36 ）㎏である。 

【【選選択択肢肢】】  

〔36の選択肢〕 

1．250 2．375 3．15,000 

4．150,000 5．3,000,000  

 

 問２ 安全余裕率は（ 37 ）％である。端数が生じる場合には、％以下第3位を四捨五入する。 

【【選選択択肢肢】】  

〔37の選択肢〕 

1．2.47 2．24.29 3．32 

4．40.48 5．59.52  

 

  

                  ― 2 ―  

【管理会計編】 
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問題19 畜産農業を営む当社の以下の〔資料〕に基づき、各問に答えなさい。期末仕掛品原価の評価方法は

先入先出法によっている。 

 

〔資料〕 

 1．生産・販売データ 

期 首 仕 掛 品 120頭  期 首 製 品 0頭 

当 期 投 入 1,230頭  当 期 完 成 品 1,200頭 

合 計 1,350頭  合 計 1,200頭 

期 末 仕 掛 品 150頭  期 末 製 品 0頭 

当 期 完 成 品 1,200頭  当 期 販 売 1,200頭 

  家畜を出荷できるようにするために要する飼育日数は100日である。期首仕掛品となった家畜は

前期末時点で40日の飼育日数が経過していた。また、期末仕掛品となった家畜は当期末時点で60

日の飼育日数が経過していた。期末仕掛品となった家畜の素畜費は、300,000円であった。 

 2．製造原価データ 

 期首仕掛品原価  当期製造費用 

素 畜 費 246,000円  2,460,000円 

変 動 加 工 費 105,600円  2,484,000円 

固 定 加 工 費 148,800円  3,726,000円 

 

 3．販売費および一般管理費 2,200,000円（全て固定費） 

 4．1頭当りの販売価格は12,000円であった。 

 5．全部原価計算方式の損益計算書（単位：円） 

Ⅰ 売上高 （ ？ ） 

Ⅱ 売上原価 （ ？ ） 

売上総利益 （ ① ） 

Ⅲ 販売費および一般管理費 （ ？ ） 

営業利益 （ ② ） 
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6．直接原価計算方式の損益計算書（単位：円） 

Ⅰ 売上高 （ ？ ） 

Ⅱ 変動売上原価 （ ？ ） 

限界利益 （ ③ ） 

Ⅲ 固定費 （ ？ ） 

営業利益 （ ④ ） 

 

 7．固定費調整（単位：円） 

直接原価計算方式の営業利益 （ ？ ） 

期末棚卸資産に含まれる固定加工費 （ ⑤ ） 

期首棚卸資産に含まれる固定加工費 （ ⑥ ） 

全部原価計算方式の営業利益 （ ？ ） 

 

 

 問１ 空欄（ ① ）（ ② ）に入る正しい金額の組合せを選びなさい。 

【【選選択択肢肢】】  

〔38の選択肢〕 

 ① ② 

1 5,858,400 3,779,600 

2 5,979,600 3,658,400 

3 5,979,600 3,779,600 

4 9,584,400 3,658,400 

5 9,584,400 3,779,600 
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 問２ 空欄（ ③ ）（ ④ ）に入る正しい金額の組合せを選びなさい。 

【【選選択択肢肢】】  

〔39の選択肢〕 

 ③ ④ 

1 5,858,400 3,658,400 

2 5,979,600 3,658,400 

3 5,979,600 3,779,600 

4 9,584,400 3,658,400 

5 9,584,400 3,779,600 

 

 問３ 空欄（ ⑤ ）（ ⑥ ）に入る正しい金額の組合せを選びなさい。 

【【選選択択肢肢】】  

〔40の選択肢〕 

 ⑤ ⑥ 

1 148,800 270,000 

2 180,000 105,600 

3 180,000 148,800 

4 270,000 105,600 

5 270,000 148,800 
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問題20 以下の文章の空欄（ ① ）～（ ③ ）に入る正しい語句の組合せを示す選択肢を一つ選びなさ

い。 

 

キャパシティ・コストは、生産能力の維持・準備のために発生する原価であり、固定費と原価を認

識する観点では異なるが、それを構成する費目では同一基盤に立つものである。キャパシティ・コス

トは、コミテッド・コストと（ ① ）とに分類できる。 

（ ① ）は、物的設備や人的資源の維持に関連して発生し、経営者が短期的意思決定によって各

期の発生額を決定し得る原価であり、（ ② ）と（ ③ ）に分類される。 

（ ② ）とは、企業の生産能力を維持するためには不可欠な原価であり、動力費や品質管理費が

典型例である。（ ② ）はある程度必然的に発生するものであり、予定される企業活動に応じて変

動予算により管理される。 

（ ③ ）とは、経営者の方針によって決定される原価であり、研究開発費や広告宣伝費が典型例

である。（ ③ ）は経営者の方針によって決定されるため、割当型予算により管理される。 

 

【【選選択択肢肢】】  

〔41の選択肢〕 

 ① ② ③ 

1 マネジド・コスト オペレーティング・コスト ポリシー・コスト 

2 マネジド・コスト ポリシー・コスト オペレーティング・コスト 

3 オペレーティング・コスト マネジド・コスト アクティビティ・コスト 

4 ポリシー・コスト オペレーティング・コスト マネジド・コスト 

5 アクティビティ・コスト ポリシー・コスト オペレーティング・コスト 
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問題21 以下の文章の空欄（ ① ）（ ② ）に入る語句の正しい組合せを示す選択肢を一つ選びなさ

い。 

 

     特殊原価とは、経営意思決定のために用いられる種々の原価概念の総称であり、常時継続的に実

施される原価計算制度では用いられない特殊なものという意味で特殊原価と称される。このうち

（ ① ）は、何らかの事業活動の変化から生じる原価総額の増減分や特定の原価要素における変

動分をいう。 

     （ ② ）とは、特定の代替案を選択した結果として失うこととなった機会から得られたであろ

う最大の利益額であり、現実の貨幣支出とは結び付かない原価という特徴を持つものである。 

 

【【選選択択肢肢】】  

〔42の選択肢〕 

 ① ② 

1 差額原価 埋没原価 

2 差額原価 機会原価 

3 現金支出原価 機会原価 

4 差額原価 現金支出原価 

5 埋没原価 機会原価 
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問題22 当農園では、同一農場で甲、乙、丙の３種類の農産物を生産している。現在、これらの農産物を分

離後そのまま販売しているが、分離後それぞれ追加加工を行って農産物加工品として販売すること

を検討している。以下の〔資料〕に基づいて、各問に答えなさい。 

 

〔資料〕 

 1．各農産物の収穫販売量と収穫後そのまま販売した場合の資料 

 農産物甲  農産物乙  農産物丙 

収 穫 販 売 量 1,000㎏  1,200㎏  800㎏ 

販 売 価 格 3,200円/㎏  6,200円/㎏  2,800円/㎏ 

2．各農産物の追加の加工費 

 農産物甲  農産物乙  農産物丙 

追 加 加 工 費 920,000円  495,000円  420,000円 

3．追加加工し農産物加工品として販売する場合の資料 

 農産物甲  農産物乙  農産物丙 

販 売 価 格 4,800円/㎏  6,500円/㎏  4,000円/㎏ 

4．農産物甲、乙、丙の共通の生産原価は5,800,000円であった。 

 

 問１ 農産物丙の追加加工を行った場合の差額利益は（ 43 ）円である。なお、差額利益がマイナスの

場合には、金額に「△」を付することとする。 

【【選選択択肢肢】】  

〔43の選択肢〕 

1．△540,000 2．△135,000 3．540,000 

4．680,000 5．2,780,000  

 

 問２ 追加加工が望ましい農産物の組合せとして正しい選択肢を一つ選びなさい。 

【【選選択択肢肢】】  

〔44の選択肢〕 

1．甲のみ 2．乙のみ 3．丙のみ 

4．甲と丙 5．乙と丙  
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問題23 当農業法人は、農産物加工のための新規設備投資を検討している。以下の〔資料〕に基づいて、各

問に答えなさい。 

 

〔資料〕 

 1．現時点（第1期期首）の投資額は、80,000千円である。 

 2．第1期から第5期の経常的な現金流入額は、毎期22,000千円と見込まれる。 

 3．第5期末の当該設備の処分価値はゼロと見込まれる。 

 4．当法人の資本コストは8％である。 

 5．年金現価係数表 

n/r 6％ 7％ 8％ 9％ 10％ 11％ 12％ 13％ 14％ 

1 0.9434 0.9346 0.9259 0.9174 0.9091 0.9009 0.8929 0.8850 0.8772 

2 1.8334 1.8080 1.7833 1.7591 1.7355 1.7125 1.6901 1.6681 1.6467 

3 2.6730 2.6243 2.5771 2.5313 2.4869 2.4437 2.4018 2.3612 2.3216 

4 3.4651 3.3872 3.3121 3.2397 3.1699 3.1024 3.0373 2.9745 2.9137 

5 4.2124 4.1002 3.9927 3.8897 3.7908 3.6959 3.6048 3.5172 3.4331 

 

 問１ 単純回収期間法によって計算した場合の回収期間は（ 45 ）年となる。なお、回収期間に端数が

生じる場合には、年未満第3位を四捨五入して、年以下第2位までを算定するものとする。 

【【選選択択肢肢】】  

〔45の選択肢〕 

1．0.64 2．1.64 3．2.64 

4．3.64 5．4.64  

 

 問２ 正味現在価値法によって計算した場合の正味現在価値は（ 46 ）千円となる。なお、金額がマイ

ナスになる場合には、金額に「△」を付している。 

【【選選択択肢肢】】  

〔46の選択肢〕 

1．△30,000 2．△7,839.4 3．7,839.4 

4．30,000 5．87,839.4  
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 問３ 内部利益率法によって計算した場合の内部利益率は（ 47 ）％となる。なお、％以下第3位を四

捨五入して、％以下第2位までを算定している。 

【【選選択択肢肢】】  

〔47の選択肢〕 

1．2.85 2．8.00 3．10.65 

4．11.65 5．12.65  
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問題24 畜産農業を営む当法人は、標準原価計算を採用している。以下の〔資料〕に基づいて、各問に答え

なさい。 

 

〔資料〕 

1．標準原価カード（１頭当り） 

 単 価  消費量  原価標準 

素 畜 費 2,200円/頭  1頭  2,200円 

直接労務費 800円/ｈ  90日×0.2ｈ/日  14,400円 

製造間接費 1,000円/ｈ  90日×0.2ｈ/日  18,000円 

     34,600円 

   （注）製造間接費は固定予算を採用しており、直接作業時間を配賦基準としている。計画直接作業時

間は、38,000ｈであった。 

2．当期生産データ（素畜は始点で投入している） 

期首仕掛品 150頭 

当 期 投 入 2,050頭 

計 2,200頭 

期末仕掛品 200頭 

完 成 品 2,000頭 

 

   3．1頭を出荷できる状態にするために90日の飼育日数を要する。期首仕掛品となった家畜は期首の段

階で30日の飼育日数が経過していた。また、期末仕掛品となった家畜は期末の段階で36日の飼育

日数が経過していた。 

   4．当期原価実績 

    直接労務費 29,725,000円（実際直接作業時間 37,000ｈ） 

    製造間接費 38,425,000円 
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 問１ 期末仕掛品原価は（ 48 ）円である。 

【【選選択択肢肢】】  

〔48の選択肢〕 

1．440,000 2．1,152,000 3．2,592,000 

4．3,032,000 5．6,920,000  

 

 問２ 直接労務費の作業時間差異は（ 49 ）円である。（不利差異の場合には、金額に「△」を付する

こととする。） 

【【選選択択肢肢】】  

〔49の選択肢〕 

1．△1,000,000 2．△460,000 3．△425,000 

4．△368,000 5．△125,000  

 

 問３ 製造間接費の稼働差異は（ 50 ）円である。（不利差異の場合には、金額に「△」を付すること

とする。） 

【【選選択択肢肢】】  

〔50の選択肢〕 

1．△1,000,000 2．△460,000 3．△425,000 

4．△368,000 5．△125,000  
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